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令和８年度岐阜県農業法人協会総会次第 
 

 

 

 

１ 開会 

 

２ 挨拶 

 

３ 議長選出 

 

４ 議事録署名者の指名 
 

５ 提出議案  

 
第１号議案 令和７年度事業報告並びに収支決算の承認について 

 
第２号議案 令和８年度事業計画並びに収支予算の決定について 

 
第３号議案 令和８年度会費の額並びに納入方法の決定について 

 第４号議案 役員改選について 

 第５号議案 規約の改正について 

６ 新規会員紹介 
 

７ 来賓祝辞 
 

８ 閉会 
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第１号議案 令和７年度事業報告並びに収支決算の承認について 

次のとおり上程します。 

 １．事業報告『岐阜県農業法人協会』活動 

期日 事業内容 場所 出席者 

令和７年 

５月８日 

テーマ別・農業経営研修会（第１０回）の開催 

 ・産地リレーによる農繁期の外国人財確保 

(株)ウィルテック 海外事業企画部 

(株)農協観光 地域共創事業部 

ＷＥＢ ２０名 

 会員５名 

 賛助会員２名 

事務局３名 

７月１６日 監事会の開催 

・令和６年度事業報告並びに収支決算について 

ＷＥＢ ３名 

監事２名 

事務局１名 

７月１７日 岐阜県農業法人協会総会の開催 

○議案 

・令和６年度事業報告並びに収支決算について 

・令和７年度事業計画並びに収支予算について 

・令和７年度会費の額並びに納入方法について 

・規約の改正について 

 副会長を３名（１名増）に変更 

・役員の補充選任について 

 （株）大雅 江﨑副会長（前理事） 

 （株）棚橋ファーム 棚橋理事（新） 

○協議 

・東海４県長野県交流会の役割分担について 

○情報提供 

・県農産物の輸出加工について 

・農地中間管理事業について 

・ＪＡバンクソリューション一覧について 

・地域資源ＩＰ活用について 

岐阜市 

ハートフルスク

エアG ２階 中

研修室 

ＷＥＢ併用 

５１名 

 会員２１名 

 賛助会員９名 

 事務局４名 

７月３０日 

    ３１日 

令和７年度東海４県・長野県農業法人経営情報交流

会への開催 

○１日目 

・静岡県農業法人協会の活動について 

 

高山市 

ひだホテルプ

ラザ ３階 

祭 

１０５名 

 会員２５名 

 賛助会員７名 

 事務局４名 
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 ・会員の取組報告・クロストーク 

 高山市 （株）寺田農園 ㈹寺田 真由美 

 羽島市 アグリテック羽島（株） ㈹渡邉 裕介 

 高山市 （株）下本農園 ㈹下本 大吾 

・実践報告 和仁農園の事業報告 

 高山市 （株）和仁農園 ㈹和仁 松男 

  中西専務 和仁部長 松井部長 ※役職当時 

・情報提供 

 農業経営発展計画制度（東海農政局） 

 協会の会員サービス（日本農業法人協会） 

 芋焼酎えっきょう（（株）紫屋） 

 企業型確定拠出年金（農林中央金庫） 

 知財活用（弁理士会） 

○２日目 

・（株）寺田農園 加工・販売所 

・（株）下本農園 新ハウス 

  

 １１月２８日 

 

テーマ別・農業経営研修会（第１１回）の開催 

 ・５年かかって実現する土壌微生物層を約１か月で

再現するバイオ炭資材“宙炭” 

(株)ＴОＷＩＮＧ 営業開発部 

ＷＥＢ １０名 

 会員４名 

事務局２名 

１１月２８日 

 

第１回役員会の開催 

・戦略マネジメントゲーム研修会（新） 

・農大への出張法人説明会（新） 

・ファーマーズ＆キッズフェスタ出展 

ＷＥＢ ８名 

 役員６名 

 事務局２名 

令和８年 

 １月１３日 

   １４日 

戦略マネジメントゲーム（МＧ）研修会の開催 

・５名ずつ４卓に分かれて５期ゲーム 

・各期 BS／PL を作成 

・５期終了時の自己資本額を競った 

高山市丹生川

支所 ２階 

会議室 

２１名 

 会員１１名 

 事務局１名 

 ２月１８日 県農業大学校での出張法人説明・学生意見交換会

の開催 

○第１部 

・会員の農業法人ＰＲ（１社１０分） 

○第２部 

・１年生との交流、意見交換 

 

可児市 

農業大学校 

２階 

３５名 

 会員８名 

 事務局２名 
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２月２８日 

３月 １日 

ファーマーズ＆キッズフェスタ２０２６への出展 

○農産物のＰＲ販売（１０会員） 

・米、イチゴ、ミニトマト、バラ、加工品等 

○レタスポット苗づくり（ワークショップ） 

・（株）アグリラボのレタス苗、（農）セントラル 

ローズナーセリーの再利用土を活用 

・体験参加者１００名 

東京都 

代々木公園 

イベント広場 

４５，６００名 

 会員１３名 

 賛助会員５名 

 事務局１名 

 

２．事業報告『公益社団法人日本農業法人協会』活動 
 

令和７年 

４月２４日 

都道府県農業法人組織事務局担当者会議への出席 

・令和７年度事業計画・予算について 

・令和７年度の活動について 

 ①総務政策課 ②経営支援課 ③業務課 

東京都 

主婦会館プラ

ザエフ（ＷＥ

Ｂ併用） 

６５名 

事務局１名 

５月２９日 第３２回都道府県会長会議への出席 

○協会の活動について 

・令和６年度事業報告及び決算について 

・委員会の活動について 

・ファーマーズ＆キッズフェスタについて 

○第 14 期役員改選 

○協会からの情報提供 

・第４９回総会・夏季セミナーについて 

・令和７年度次世代農業サミットについて 

・雇用体制強化事業窓口業務の受託 

○会長間の意見交換会 

○農林水産省との意見交換 

東京都 

ＡＰ新橋 ４

階 Ｄ（ＷＥ

Ｂ併用） 

７８名 

 会長 

６月１２日 第１回経営強化委員会への出席（ＷＥＢ併用） 

・農業機械の安全教育について 

・これまでの取り組みについて 

ＷＥＢ １２名 

会長 
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６月１９日 

２０日 

第４９回総会・夏季セミナーへの出席 

○農林水産省への政策提言手交 

○議案 

・令和６年度事業報告の承認に関する件 

・令和７年度決算の承認に関する件 

・令和７年度会費額並びに納入に関する件 

・理事及び監事の選任に関する件 

・役員報酬の総額の決定に関する件 

○夏季セミナー 

・トリドールの飽くなき挑戦 

 (株)トリドールホールディングス CEO 粟田 貴也 

○第１４期会長・副会長等選定結果報告 

 江﨑理事（東海）選任 

○ＡＳＣ展示会（アグリサポート倶楽部） 

○テーマ別分科会 政策（第１）経営（第２） 

東京都 

ＡＰ新橋 ３

階 Ａ 

２１９名 

会長 

会員２名 

事務局１名 

１１月２６日 第２回経営強化委員会への出席 

・今期経営強化委員会の進め方について 

・労働安全衛生法改正と特別教育研修サービス事業 

ＷＥＢ １８名 

副会長１名 

令和８年 

１月２０日 

第２２回東海ブロック農業法人組織会長・事務 

局合同会議への出席 

・令和７年度主要会務について 

・令和８年度事業計画・予算（案）について 

・協会からの情報提供 

・各都道府県組織の活動状況と課題（意見交換） 

ＷＥＢ １４名 

会長 

事務局１名 

２月１２日 第３３回都道府県会長会議への出席 

・協会主要会務について 

・令和８年度事業計画・予算（案）について 

・令和８年度政策提言（案）について 

・協会からの情報提供 

・農林水産省との意見交換 

 

ＷＥＢ ８０名 

会長 

事務局１名 
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３．事業報告 その他活動 
 

令和７年 

４月２２日 

～３月２４日 

（１２回） 

ぎふアグリチャレンジ支援センター経営戦略会議

への出席 

・農業経営者法人化等総合サポート事業の実施 

・担い手支援について 

岐阜市 

ふれあい会 

館 

各回１２名 

顧問 

事務局１名 

 ３月１２日 

   １３日 

春季大会・春季セミナー 

○報告 

・令和８年度政策提言（手交） 

・令和８年度事業計画、収支予算 

○春季セミナー 

・なぜドイツの中小企業は強いのか（日独比較） 

農業法人への示唆 

独立行政法人経済産業研究所 

リサーチアソシエイト 岩本 晃一 

○ＡＳＣ展示会（アグリサポート倶楽部） 

○テーマ別分科会 政策（第１）経営（第２） 

東京都 

第一両国ホテ

ル KFC ホー

ル＆ルームズ 

１８０名 

副会長１名 
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２ 収支決算  
令和７年度岐阜県農業法人協会収支決算書 

 

 

 

 

 

 

 
 

科目 決算額 予算額 比較増減 備考 

会費 1,040,000 1,050,000 △10,000 正会員（休会除く）

1 万円×44 法人 

賛助会員 

3 万円×5 組織 

日本農業法人協会 

3 万円×15 法人 

助成金 310,000 30,000 280,000
日本農業法人協会 

交流会開催助成等 

事業積立金 300,000 300,000 0  

雑収入 2,523 375 2,148 預金利息 

前年度繰越金 936,625 936,625 0  

計 2,589,148 2,317,000 △272,148  

 

支出の部 
 

科目 決算額 予算額 比較増減 備考 

会議費 45,889 100,000 △54,111 総会、役員会開催費

旅費 73,742 100,000 △26,258 役員、事務局旅費 

事業費 1,210,627 1,147,000 63,627
研修会・PR 販売イ

ベント開催費 

事業積立金 300,000 300,000 0
PR・販売イベント準

備費 

交流会参加費 85,000 200,000 △115,000
ブロック交流会参加

助成 

日本協会会費 450,000 450,000 0 3 万円×15 法人 

雑支出 9,680 20,000 △10,320 振込手数料 

計 2,174,938 2,317,000 △142,062  

 収 入 ２，５８９，１４８円 

支 出 ２，１７４，９３８円 

差 引 ４１４，２１０円（次年度へ繰り越し） 

収入の部   単位：円
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監 査 報 告 

 

 

 
令和７年度の収入、支出にかかる証拠書類及び関係諸帳簿を監査したところ、 

正確かつ適正であることを認めます。 

 

 

 

 
 

令和８年７月３１日 

 

 

 

 
 

岐阜県農業法人協会 

 

 

 

監 事 (有)サンコフ 

 
林  克 二 

 

 
監 事 (株)紫屋 

 
野 村 久 良 
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日　時 令和８年２月２８日（土）・１日（日）１０：００～１７：００

場　所 代々木公園　イベント広場

　○ＪＡ岐阜信連・農林中央金庫名古屋支店からは経費支援

科目 摘要 経費 JA岐阜信連 農林中央金庫 法人協会

出展料 大テント 115,000 115,000

出展料 テント備品 29,700 29,700

旅費 宿泊23名（前後泊 延べ） 330,536 14,671 315,865

旅費 新幹線8名（羽島5名古屋3） 183,000 183,000

旅費 車両　燃料費・高速料金・駐車料金 95,225 95,225

消耗品 ワークショップ　PR用　米60kg 38,880 38,880

消耗品 ワークショップ　消耗品 10,607 10,607

負担金 懇親会16名 102,000 102,000

雑支出 振込手数料 3,960 3,960

908,908 155,551 144,700 608,657

ファーマーズ＆キッズフェスタ２０２６　経費報告

　○商品販売１０会員　現地参加１３名（対前年＋５名）

　○売上　３１４，９５０円
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第２号議案 令和８年度事業計画並びに収支予算の決定について 

次のとおり上程します。 

１ 事業計画 

(１) 基本方針 

国連世界人口推計2024では、今後60年間で世界人口は現在の82億人から103億人に増加する

とされ、穀物需要が増大する中、気候変動や酷暑など異常気象による大規模な不作等により食

料供給逼迫の懸念が増大している。さらに昨今では、イラン・アメリカ間をはじめとする国際

情勢の緊迫化や歴史的な円安の進行に伴い、原油価格や農業資材、飼料・肥料等の輸入コスト

高騰が長期化しており、食料安全保障はかつてない脅威に晒されている。国内の金融・経済情

勢においても、継続的な利上げによる資金調達コストの増加や、継続的な物価上昇に加え、急

速な賃金上昇（県内最賃1,065円）に伴う人件費負担の増加が重なり、農業経営は極めて厳しい

局面を迎えている。 

 農業・農村現場においては、農業経営体数の減少（83.6万）、基幹的農業従事者の高齢化

（平均67.7歳）、相続未登記の所有者不明農地（49.7万ha）や遊休農地（10.5万ha）発生によ

り、担い手への農地集積は62.1％（県44.0%）となっている。一方、農業法人については33,819

法人（県787）と年々増加し、経営耕地面積の28.3％を耕作するなど、農地の受け手、雇用就農

者の受入先として重要な役割を担っている。県内 41市町村が策定した 261 の地域計画において、

農地面積の43％に上る、10年後の受け手が位置付けられていない農地の引き受けが期待されて

いる。 

 こうした中、国においては昨年閣議決定した「食料・農業・農村基本計画」に基づき、2029

年度までの５年間を「農業構造転換集中対策期間」と位置付け、地域計画の実行や「食料シス

テム法」に基づく取引適正化の取り組みが本格化している。特に米、野菜、飲用牛乳、豆腐・

納豆等の指定品目においては、生産・流通の合理的なコストを考慮した「コスト指標」を活用

することで、客観的根拠に基づく適正な価格形成（コスト転嫁）を進める環境整備が進められ

ている。 

 このような著しい環境変化と制度改正を踏まえ、我々農業法人は、コスト上昇に対応した経

営体質の強化と適正な価格交渉・販売戦略の実践を通じ、自己革新による持続的・自立的 農業

経営の確立を目指さなければならない。同時に、自助努力のみでは解決困難な課題について日

本農業法人協会を通じ政策提言への積極的な意見集約を行い、国民に安全・安心な食料を安定

供給する責務を認識し、地域社会の信頼を集める存在であり続けなければならない。このため

当協会は、農業を「農地・水などの地域資源を活用して生産から加工流通、体験交流までを包

括する生命総合産業」として捉え、金融・コスト環境の変化に対応できる経営資質の向上と、

会員や行政・農業団体・流通事業者との積極的な意見交換を行い、当協会の存在価値の向上を

図ることとする。 

 
(２) 事業計画 

『岐阜県農業法人協会』活動  ※対面開催を基本にＷＥＢ、ＷＥＢ併用を活用 

①  会議の開催 
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・総会 １回（７月３１日） 

・役員会 ３回（第１回 ６月４日 第２回 ７月１４日 第３回 １２月） 

② 行政（国、県等）・農業団体等との意見交換 

・農政、金融、税制、雇用など政策提言や法人への支援施策について、 

（公社）日本農業法人協会、県農業会議等との連携により実施 

③ 人材確保・育成活動 

・会員への雇用就農資金等の雇用関連の支援情報の提供 

・会員の採用意向などのヒアリング 

・農業法人就職希望者への会員情報の提供（事務局：無料職業紹介許可申請） 

・県農業大学校等への情報提供、出張法人説明会・学生意見交換会（２月頃） 

④ 会員への情報提供 

・農業経営に必要な情報、資料の提供 

⑤ 経営力向上に資するためのセミナー 

・研修会の開催 関係機関等と連携し、経営、税制、労務、雇用、農政等に 

関する研修会の開催 

・テーマ別・農業経営研修会（随時、２～３回程度） 

テーマ Ⅰ経営戦略 Ⅱ税務・財務 Ⅲ組織・人材育成 Ⅳ農業政策・情勢 

・アグリマネジメントカフェ２０２７（１月頃） 

・ＢＣＰ（事業継続計画）策定セミナー（１～２回程度） 

  会員のＢＣＰ策定率の向上 

⑥ 農業、農産物を PR する各種行事の企画、参加 

・日本農業法人協会主催のファーマーズ＆キッズフェスタ２０２７（令和９年 

３月６日～３月７日）等の子どもたち向けのイベント出展検討 

⑦ 新規会員の拡大 

⑧ その他本協会発展に必要な事項 

 
『公益社団法人 日本農業法人協会』活動 

① 会議・研修会等への参加 

・第３４回都道府県会長会議 東京都・ＷＥＢ併用（５月２８日） 

・第５０回総会・夏季セミナー 東京都（６月１８・１９日） 

・第１７回次世代農業サミット 大分県（７月６・７日） 

・東海４県・長野県農業法人経営情報交流会 愛知県（７月１４・１５日） 

・東海ブロック会長・事務局担当者会議 ＷＥＢ（令和９年１月） 

・第１８回次世代農業サミット 未定（令和９年１月） 

・第３５回都道府県会長会議 東京都・ＷＥＢ併用（令和９年２月１８日） 

・春季大会、春季セミナー 東京都（令和８年３月１８・１９日） 

② 各種具体的な活動 

 イ 農業法人等の経営課題解決 

  a 研修・教育及び人材確保・育成の支援 

    ・全国セミナー及び次世代農業サミットの開催（夏季春季セミナー、次世代農 
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業サミット） 

  ・多様な人材が活躍できる環境づくりへの支援（労働安全衛生法対応のオンラ 

イン研修、雇入れ時農作業安全研修） 

  ・外国人材の受入れ支援（一般監理事業監理団体としての業務） 

  b 経営改善・事業継続の支援 

・農業経営関連情報の発信（「FORTIS」の発刊等） 

・農業法人等と外食・中食産業を繋ぐ販路開拓の支援（アグリフード EXPO、産 

地見学交流商談会、フードサービスパートナーズ商談会、グルメショー） 

  ・アグリサポート倶楽部会員との連携強化 

  ・保険サービスの提供（傷害保険制度、食品あんしん制度、家畜再生産費用補 

償保険制度） 

  ・講師あっせん活動の推進 

  ・関係団体との連携強化 

  c 研修・教育及び人材確保・育成の支援 

  ・次世代農業サミットの開催 

  ・外国人材の受入れ（技能実習・特定技能）及び技能習得の支援 

  ・外国人材雇入れ時教育の支援 

イ 政策提言の実施 

a エビデンス（調査結果や農業法人等の声・意見等）の収集・蓄積及び分析 

（農業法人実態調査 全会員対象 年１回） 

b エビデンスに基づいた実効性のある政策提言の検討・実施 

c 中長期的な視点に立った勉強会・ＷＧ等の開催 

ウ 農業現場の理解に向けた取組強化 

a 食と農の連携・国民理解の醸成 

・ファーマーズ＆キッズフェスタの開催 

・農業法人白書の発行 

b 協会活動の見える化（協会の情報発信） 

・会員等への情報発信（HP、SNS、農業の社長ラジオ） 

・プレスリリース等を活用したメディア戦略 

   ・記念事業の検討（2029 年 設立３０周年） 

    エ 農業法人等のネットワーク強靭化 

     a 委員会活動 

b 会員増強に向けた取り組みの強化（2,070 会員の維持・拡大） 

c 会員間の連携強化 

d 都道府県農業法人組織との連携深化 

     ・都道府県の総会、ブロック交流会等への役職員の派遣 

    ・ブロック別の意見交換 

    e 効率的な事業執行と事務局体制の強化 

f 新規事業の企画・受託・実行
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２ 収支予算  
令和８年度岐阜県農業法人協会収支予算書 

収 入  １，９９６，０００円 

支 出  １，９９６，０００円 

差  引 ０円 

 

収入の部 単位：円 
 

科目 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備考 

会費 1,230,000 1,050,000 180,000 正会員 

1 万円×48 法人 

賛助会員 

3 万円× 5 組織 

日本農業法人協会 

3 万円×20 法人 

助成金 50,000 30,000 20,000
日本農業法人協会 

加入推進費 支部化

事業積立金 300,000 300,000 0  

雑収入 1,790 375 1,415 預金利息等 

前年度繰越金 414,210 936,625 △522,415  

計 1,996,000 2,317,000 △321,000  

 

支出の部 
 

科目 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備考 

会議費 60,000 100,000 △40,000 総会、役員会開催費

旅費 80,000 100,000 △20,000 役員、事務局旅費 

事業費 896,000 1,147,000 △251,000
各種研修会、行事等

開催経費 

事業積立金 200,000 300,000 △100,000 PR 販売ｲﾍﾞﾝﾄ準備費

交流会参加費 150,000 200,000 △50,000
県外ｾﾐﾅｰ等参加助

成 5 千円×30 法人

日本協会会費 600,000 450,000 150,000 3 万円×20 法人 

雑支出 10,000 20,000 △10,000  

計 1,996,000 2,317,000 △321,000  

※科目間の流用については、会長の専決事項とする。 

14



 

第３号議案 令和８年度会費の額並びに納入方法の決定について  

次のとおり上程します。 

１．会費の額 

（１）岐阜県農業法人協会 

①正 会 員 １０，０００円 

②賛助会員 ３０，０００円 

 
（２）公益社団法人 日本農業法人協会 

正 会 員 ３０，０００円 

 

 

２．納入期日 

令和８年９月３０日 

 

 

３．納入先 

（１）金融機関  十六銀行 県庁支店 

 
（２）口座名義  岐阜県農業法人協会 会長  

 
（３）口座番号 普通 １１５５５６０ 

 

 

４．請求方法  

正会員及び賛助会員に会費請求書の送付 
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第４号議案 役員改選について 

規約第６条に基づき、役員改選について、次のとおり上程します。 

現在 

岐 阜 県 農 業 法 人 協 会 役 員 名 簿 
（令和７年７月１７日～令和８年度総会まで） 

 

 
 

役職 

 
 

法人名 

 
 

役職名 

 
 

代表者氏名 

 
 

主な作目 

日本農業

法人協会 

会員 

 
会長 わさび屋(株) 代表取締役 森  紀子 わさび ○ 

 
副会長 (株)大雅 代表取締役 江﨑 雅教 イチゴ ○ 

 
副会長 アグリード(株) 代表取締役 安藤 重治 水稲、麦、大豆 ○ 

 
副会長 (有)橋場農園 代表取締役 橋場 陽治 トマト、シイタケ ○ 

 
理事 （有）棚橋ファーム 専務取締役 棚橋  司 採卵鶏  

 
理事 (有)すがたらいす 代表取締役 中島  悠 水稲、大豆  

 
理事 (株)寺田農園 代表取締役 寺田真由美 トマト、水稲 ○ 

 
監事 (有)サンコフ 代表取締役 林  克二 花き（鉢花）  

 
監事 (株)紫屋 代表取締役 野村 久良 

ブルーベリー 

サツマイモ 
 

 
顧問 （農）巣南営農組合 代表理事 小川 勝範 水稲、麦、大豆 ○ 
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岐 阜 県 農 業 法 人 協 会 役 員 名 簿 
（令和８年７月３１日～令和１１年度総会まで） 

 
 

 
 

役職 

 
 

法人名 

 
 

役職名 

 
 

代表者氏名 

 
 

主な作目 

日本農業

法人協会 

会員 

 
会長      

 
副会長      

 
副会長      

 
副会長      

 
理事      

 
理事      

 
理事      

 
監事      

 
監事      

 
顧問      
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第５号議案 規約の改正について 

（公社）日本農業法人協会の県支部を明記するため、次のとおり上程します。 

旧（改正前） 新（改正後） 

第１条 【略】 

第２条  この協会は、「岐阜県農業法

人協会」（以下、「協会」という）と称

し、事務局を一般社団法人岐阜県農業会

議内に置く。 

第３条～第１３条 【略】 

附則１～１０ 【略】 

第１条 【略】 

第２条 この協会は、「岐阜県農業法人

協会（公益社団法人日本農業法人協会岐

阜県支部）」（以下、「協会」という）

と称し、事務局を一般社団法人岐阜県農

業会議内に置く。 

第３条～第１３条 【略】 

附則１～１０ 【略】 

附則１１ この規約は、令和８年７月３ 

１日から施行する。 

参考 公益社団法人日本農業法人協会 支部活動規程 

（支部活動） 

第１条 支部活動とは、社団法人日本農業法人協会（以下、「この法人」という。）会員に

よる都道府県を範囲とする活動をいう。 

２ この法人は、支部活動の強化・支援に努めるものとする。 

（都道府県組織との連携） 

第２条 支部活動は、都道府県農業法人組織（以下「県組織」という）の事業活動と連携・

協力しながら行うものとする。 

２ 支部活動の期間は、毎年４月１日より翌年３月３１日までとする。 

（支部長等） 

第３条 支部活動の主導役として、支部長及び副支部長を置く。 
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アンケートへの協力のお願い
（営農拡大意向調査）

令和８年７月

東海農政局では、農業法人等の皆様を対象に、現在営農されている市町

村以外への営農拡大の意向（希望地域・農地面積等）について、アンケー

トを行っています。

ご回答いただいた内容を、営農を希望される地域の自

治体（県・市町村）等に提供し、新たな担い手を求める

地域との橋渡しをさせていただくことで、皆様の営農拡

大の取組をお手伝いします。

お問合せ先：東海農政局担い手育成課 E-mail：tokai-nanke@maff.go.jp

農政局からのハガキが届きましたら、回答に協

力いただけますようお願いします（所要時間は５

分程度です）。

こちらの二次元コードからもアンケートにご回

答いただけます。

【アンケートをお願いする背景】

各地で10年後の農地利用を明確化

した「地域計画」が策定されました

が、将来の受け手が位置付けられて

いない農地が約３割（東海三県では

約４割）を占めています。

多くの市町村が、地域農業を維持・発展させていくため、地域外から

の担い手の受入れを検討しています。

農業法人等の皆様による一層の農地の引き受けが期待されています

（地域計画（目標地図）の一例）
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https://forms.gle/shZhHBcuAzKvY6sU9
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令和８年度生産資材の価格高騰に対する特別対策融資制度について 

岐阜県ＪＡグループでは、中東情勢を背景とした生産資材や燃油の価格高騰・高止

まりの影響を受けた担い手農業者等を対象とする相談窓口を設置するとともに、特別

融資制度「令和８年度生産資材の価格高騰に対する特別対策融資」を設けております。 

本制度では、ＪＡ岐阜信連、ＪＡ全農岐阜、ＪＡ共済連岐阜、農林中央金庫が最大

１．３％の利子補給を行うため、担い手農業者等は低利率で借り入れることができま

す。 

本制度は、令和８年７月２１日より県内の各ＪＡで取扱いを開始しております。 

詳細につきましては、以下の各ＪＡの相談窓口までお問合せください。 

１．支援対象者 

令和７年１月１日から令和７年１２月３１日までにおける材料費等が１００万

円以上である、満２０歳以上の正組合員または農業を営む法人・任意の集落営農。 

２．貸付限度額 

支援対象者の今後１年間の材料費等購入計画額の２５％相当額、または次の基準

のいずれか低い金額を限度とする。 

(1) 満２０歳以上の正組合員の場合       ５００万円 

(2) 農業を営む法人・任意の集落営農の場合 １，５００万円 

３．貸付取扱期間 

令和８年７月２１日 ～ 令和９年６月３０日 

※期間は貸付実行日基準 

※貸付限度総額が県下で 10 億円に達した時点で取扱いを終了 

４．貸付期間 

５年以内（据置１年以内） 

５．各ＪＡの相談窓口 

ＪＡ名 担当部署 電話 

ぎ ふ 本店営業部経営サポート室 058-265-3629 

にしみの 営業推進部推進課 0584-73-8134 

い び 川 金融部融資課 0585-23-1510 

めぐみの 金融共済推進部支援課 0575-23-5152 

と う と 金融部 0572-21-2170 

ひがしみの 営業推進部営業推進課 0573-78-0154 

ひ だ 金融共済推進部融資推進課 0577-36-3010 

JA岐阜信連　情報提供①
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セミナーで気になった疑問や自社の具体的なお悩みを、講師に直接

相談することができるチャンスです！ 

さらに、参加者同士で「最近の工夫」や「今後の課題」をざっくばらん

に語り合い、ネットワークや知見を広げる場としてもご活用いただけ

ます。新しいビジネスのヒントを見つけていただく貴重な機会となりま

すので、是非お気軽にご参加ください！ 

≪内容≫ 

①グループ交流会 ②フリータイム

≪持ち物≫ 

名刺･自社を紹介 PR できるもの 

（会社案内、パンフレット等） 

事前予約の方法や会場のご案内については、裏面をご確認ください 

 

参加無料 

先着５０名さま限定 

事前予約制 

 第１部 

農家・食品事業者支援事業２０２６ 第１弾 

2026 年 9 月 1 日  

～講師紹介～ 

Stayway は、補助金に関するお悩みを解決する

会社です。公認会計士が複数名在籍している

弊社では様々な補助金において高採択率の実

績を誇り、皆さまの積極的な投資を後押し・ご支

援することが可能です。 

本セミナー・交流会を通じて、岐阜県内の事業

者さまが補助金を活用するきっかけになればと

考えております。 

様々な種類がある補助金の中から、参加者の

みなさまにご活用いただけるものを、分かりや

すくまとめてご紹介します！ 

火

株式会社 Stayway 

杉 純一 氏 

講師 

カンダまちおこし株式会社 

代表取締役 田代 達生 氏 

講師 

日 時 

～講師紹介～ 

企業版ふるさと納税やクラウドファンディング

「OCOS」での支援を通じ、地域の課題解決を

サポートしています。「ファンを増やし、資金を

集める」クラファンの第一歩を解説します！ 

１３：００－１６：００ 

会 場 

第２部 

じゅうろくプラザ ５階 大会議室 

【講師へ直接相談可能】知見を広げる！交流会 

農家・食品関連事業者必見！資金調達セミナー 

新しい設備を 

入れたい！ 

45 分 

販路を 

広げたい！ 

15 分 

JA岐阜信連　情報提供②
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お申込方法 以下のＵＲＬまたは、右記２次元コードよりお申込みください。 

ご確認事項 

会場のご案内 

本セミナーのお申込みにあたり、以下の点をご確認ください。 

【アクセス】 

●交通のご案内 

JR 岐阜駅より 徒歩約２分 

名鉄岐阜駅より 徒歩約７分 

岐阜各務原 I.C.より車で約１５分 

岐阜羽島 I.C.より車で約２０分 

 

●駐車場のご案内 

有料駐車場５８台収容 

 

※駐車料金はお客さまのご負担となりますので、

ご了承ください。 

【お問い合わせ先】 

株式会社十六銀行 地域創生部 地域創生グループ 

担当：杉本 ０８０－７６８７－６９０７ 髙橋 ０８０－４４６５－８６７０ 

 

（１）お申込時に入力いただきました情報の利用目的は、次のとおりといたします。 

① 本セミナーへの参加お申込みの受付 

② 本セミナーの運営管理および主催者・講演者からの商品・サービス等のご案内 

③ お問い合わせ、その他本セミナーを適切かつ円滑にするために必要な業務 

（２）本セミナーで紹介する内容はセミナー開催時のもので、変更がある場合があります。 

（３）諸事情によりセミナーを中止する場合がありますのであらかじめご了承ください。 

 

岐阜県 

●申込期限 

２０２６年８月２１日（金） 

 

●申込フォーム 

   https://forms.gle/q5KMMjcajRdeMiqp9 

 

 

会場：じゅうろくプラザ 

住所：岐阜市橋本町 1 丁目 10 番 11 
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https://forms.gle/q5KMMjcajRdeMiqp9



